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動　　　向

　５年毎に実施されている、厚生労働省の「労働者
健康状況調査」（２００７）を見ると、約６０％の労働者が
職業生活等に不安やストレスを感じており、更に業
務による心理的負荷を起因として、精神障害に陥る
ことも多いとされている。また、メンタルヘルス上
の理由によって、１ヶ月以上の休業または退職した
労働者のいる事業場の割合も７．６％に上り、事業者、
労働者双方にとって、一層の対策に取り組むことが
重要な課題となっている状況が続いている。
　メンタルヘルスに関連して、自殺対策についても
各分野でいろいろな対応が講じられているが、依然
として自殺者数は年間３万人を超え、深刻な事態と
なっている。警察庁統計（２００７）によると、自殺の
うち、その原因・動機を健康問題としていたものは
６３％と最も高く、その内訳でも「うつ病」を挙げる
ものが４１％と最上位を占めている。
　２００６年成立した「自殺対策基本法」を受けて、翌
２００７年６月には「自殺総合対策大綱」が閣議決定さ
れている。これに呼応し、日本医師会は同年６月に
「地域医療における自殺予防研修会」を開催した。
２００８年３月には、地域医療を担う医師への、うつ状
態・うつ病の早期発見と対応の指針として「自殺予
防マニュアル」第２版が刊行された。更に１０月には
「かかりつけ医うつ病対応力向上研修会」が開催さ
れ、うつ病と自殺リスク評価、自殺予防とうつ病治
療等について、学識経験者・実地医家を交え講演、
討論が行われた。地域医療を通してかかりつけ医等
により、地域、職域で心の病に悩み、苦しむ人たち
に対応していく取組みの一環とされる。
　また、２００８年７月福岡で開催された、第５回日本
うつ病学会総会のメイン・テーマとして、「現代のう
つ病－病理の多様性、予防・治療の多様性－」が取
り上げられた。複雑な環境背景をもつ現代社会にお
ける、うつ病の多様性について、多方面の分野から
の参加者により予防と治療に関する議論が展開され
た。
　リーマン・ショックに端を発した、２００８年秋の米
国の不況の荒波は、我国にも大きな影響をもたらす
ことになった。事業縮小、派遣切り、年末の日比谷
公園テント村の出現等、生活そのものの不安定化、
不確実さの発現は２１世紀に入り最も顕著であったと
も言える。安定しない雇用状況の中で失職者が増加
する一方、職場では人員削減に伴う業務量の増大な
どで、労働者の心身の負荷は高まるばかりだ。
　少子高齢化社会に見られる急速な人口動態の変化
の中で、働き盛りの若者たちには、ややもすると目
標が定まらず生き甲斐を見出せない場も多い。心身
ともに不調を訴える例も日常的であり、様々な理由
で職場から離脱せざるを得なくなる。休業し、服薬

加療を続けても、容易には治療の効果が見られず、
一旦復職しても再発を繰り返したり、長期休養を余
儀なくされる難治例も多いと言われる。
　マス・メディアでもいろいろな角度からメンタル
ヘルスについて取上げている。「現代型うつ」あるい
は「９時～５時うつ」などと表現される、若手社員
に蔓延する新型うつ、復職困難例等、職場の苦悩を
報じる場面も多い。精神障害の発病、受診、治療そ
して病休から復職までの過程には、その多様性に当
事者が戸惑うことが少なからず存在する。
　社会復帰に際し、「心の健康問題により休業した労
働者の職場復帰支援の手引き」に則り、プログラム
作成を図っても、実施の途次での齟齬が多くプラン
から脱落する例に遭遇する。より円滑な職場復帰を
支援するために、中央労働災害防止協会に設置され
た委員会によって、新たな経験や知見等を踏まえた
検討がなされた。これに基づき事業者により行われ
ることが望ましい事項に関して、２００９年３月、「手引
き」の改訂が示された。

現　　　状

　事業場においての産業保健に関わる業務には、少
なからずメンタルヘルス対策が占められている。当
協会でも健康診断事業と関連し、多くの事業場から
メンタルヘルスについての業務を受託している。嘱
託産業医契約を結んでいる当協会所属医師の産業医
活動の、また保健相談事業に従事している当協会保
健師の業務内容の、相当量の時間がメンタルヘルス
対応に使われている。
　ライフサポートクリニックは、事業場側の事由等
により依頼を受けて実施した、長時間残業者面談は
前年比５０％減であった。これに対しメンタルヘルス
に関わる相談・面談等は延件数が前年の２倍以上の
増加となった。
　職業性ストレス簡易調査に関連した、事業場での
労働者のストレスチェックに関わる保健師業務は、
その方法と実施数等に変動が見られるが、年度総数
はほぼ前年と同様であった。
　メンタルヘルス教育については、開催数は減少し
ているが１開催当たりの参加者数は２割近い増加と
なった。表には記載されていないが、各々の事業場
での産業医活動の中で、安全衛生委員会・健康保険
組合あるいは労働衛生週間等の行事に参加し、多く
のメンタルヘルス研修・講演等が実施されている。
　メンタルヘルス事例検討会は、６月・１０月・２月
の年３回開催が定例化した。事業場におけるメンタ
ルヘルスの概況、各職場からの事例分析等に、実践
的な幅広い討議の場として運用されている。
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